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年金制度 2017/1/1 改正
確定拠出年金 加入条件 緩和    
今回 緩和           人 個人型確
定拠出年金 加入               
  
加入         人 主婦 主夫 公務員  



個人型確定拠出年金   

個人型確定拠出年金   個人 決
   金額 支払  確定拠出  60 
70歳 間 受 取 制度    



個人型確定拠出年金 特徴

国民年金 厚生年金    強制加入 年金  
   加入      個人 任意      年
金制度 
20歳  60歳  加入         
積 立  資金 60歳  70歳  引 出 可能 



確定拠出年金 節税効果

 積立時  運用時  受取時



積 立  掛 金 全額所得控除    
例 35歳 課税所得400万円 掛 金月1.2万円 
場合
年間所得控除額 1.2(万) 12( 月)=14万4000円
税額効果(年間) 下記 表  4万3200円
 60歳   25年間 108万円 節税効果!!

     積立時

参考値 年収250 420万 課税所得195万 330万
         420 900万 課税所得330万 695万



     運用時

運用  利益 出  税金       

投資信託   金融商品 運用  場合
10万円 利益 出 場合
 一般 証券口座    税金
 (所得税 住民税)
 10万(円) 20.315(%)=2万315(円)
  支払          
 
確定拠出年金
税金0円 本来 特別法人税     現在 凍結 



     受取時

受 取  一定額   非課税
  60歳以降 積 立  資金 受 取     年金
 一時金 受 取         

年金受取   60 70歳 間 分割  受 取 
        公的年金等控除 利用   
一時金受取 一括 受 取 
        退職金控除 利用   



      計算方法

 参考資料
退職金控除計算方法

公的年金等控除計算方法



      

60歳  資産 引 出    出来   
60前 引 出     条件
  特定 障害状態    場合
  亡    場合
制度   任意脱退 年金資産 担保   借 
入  出来   
掛 金 変更 年 1回  出来   
掛 金 払     場合 追納 出来   



      

60歳  受 取   場合    
60歳  受 取  条件
最初 掛 金 拠出    10年以上経過   
    

 50歳以上 加入  場合等 通算加入者等期間 
10年 満   場合  受 取  年齢 繰 下
   

 参考 
加入期間 8年以上61歳  
加入期間 6年以上62歳  
加入期間 4年以上63歳  
加入期間 2年以上64歳  
加入期間 1 月以上65歳  



      

運用結果     元本 下回 場合   
将来 受取額 運用 結果    異   
運用 結果次第 掛 金総額 下回 可能性出 
   



      

各種手数料     
国民年金基金連合会 運営管理機関 事務委託先
金融機関 対  口座開設手数料 口座管理手数
料   各種手数料     
手数料  毎月 掛金 年金資産  差 引  
  



      

手数料一覧
 運営管理機関 手数料 各社    異  

 赤枠 部分   金融機関 選   変     



注意点 

確定拠出年金 運営管理機関  金融機関  
運営管理機関  金融機関      複数 金
融機関 口座 開設          

開設  金融機関口座 変更     可能   
移管手続  煩雑 移管手数料     



注意点 

会社員 公務員 場合 会社 証明書 発行  
   必要    

口座開設  際 第二号加入者    事業主 
証明書 発行      申 込 必要    



注意点 

運用    受取額 多      少      
     拠出時  金 払  際        
 年金額       



   
積立時           
運用時            
受取時          
60歳  引 下     資産 確保
手数料      控除額 上回  結果的
     
運用状態     元本 下回           
  元本保証 商品    



加入資格 自営業 1号保険者  
 加入資格
満20歳以上60歳未満 
国民年金保険料 納付     障害基礎年金受給者 除  全額免
除 半額免除等 受         
農業者年金基金 加入      

 拠出限度額
年間816,000円 月額68,000円  国民年金基金等  年間拠出額

         国民年金 付加保険 加入     方 年間拠出限度額  
     年間804,000円(月額67,000円)
         例 国民年金基金 年間360,000円 月額30,000円 
       拠出    場合
         個人型確定拠出年金  拠出限度額 
     年間456,000円 月額38,000円 



加入資格 会社員  号保険者  

 加入資格
60歳未満 
企業型確定拠出年金 企業型  加入対象者 方 場合      
 拠出 実施     企業型  規約 個人型確定拠出年金 加
入   旨 定  場合  個人型  加入 可能 

 拠出限度額
 企業型 加入者   方
他 企業年金等 1   場合   年間276,000円 月額23,000円 
他 企業年金等 1   場合   年間144,000円 月額12,000円 

 企業型 加入者 方
企業年金等 1   場合   年間240,000円 月額20,000円 
企業年金等 1   場合   年間144,000円 月額12,000円 

 1企業年金等   確定給付企業年金 厚生年金基金      



加入資格 公務員  号保険者  

 加入資格
60歳未満 

 拠出限度額
年間144,000円 月額12,000円 



加入資格 主婦 夫   号保険者  

 加入資格
20歳以上60歳未満 方

 拠出限度額
年間276,000円 月額23,000円 



倒産   

個人型確定拠出年金 関係  金融機関

 
金
 
預
 
 

 
金
 
使
 
方
 
指
示
 
 

 運用機関 中 販売会社 受託会社 運用会社 役割 運営管理機関 資産管理機関 運用機関 同様      

運営管理機関
 窓口   金融機関 

資産管理機関
  金 管理  機関 

運用機関
 投資商品 扱 機関 

販売会社
 投資信託 売 会社 

受託会社
  金 管理    会社 

運用会社
 売買 指図   会社 

市場

売
買

保険者

入
金



倒産   

運営管理機関  
個人 運用機関 橋渡    機関
資産 状況           
      作成  
破産  場合 
資産 自体 扱     為全額保
全    別 運営管理機関 選  
  必要    



倒産   

資産管理機関  
 金 管理  金庫    機関
個人型確定拠出年金 場合  国 
機関   国民年金基金連合会 担
当   
破産  場合 
資産 扱      自己 資産  
分  管理  義務   為 全額保
全    



倒産   

運用機関  
投資商品 扱 金融機関
破産  場合 
元本保証型 場合
 定期預金   1000万円   保護 
 生命保険   責任準備金 90%  
 損害保険   保険金 満期返戻金 
          解約返戻金 90  
 
 責任準備金  保険会社 保険料 
中  積 立   金      



倒産   

破産  場合 
投資型型 場合
 販売会社   全額保全 
 受託会社   全額保全 
 運用会社   全額保全 
 運用会社 破産  場合    運
用会社 運用    商品 現在 
価値 償還 現金化         
  


